
最近、都市部において、“農”をテーマ

にしたさまざまな取り組みが盛んに行

われ、一種のブームのような様相を呈

している。

例えば、ミツバチの飼育を通して銀

座の環境と生態系や銀座の街との共生

を感じることを目的とした「銀座ミツバ

チプロジェクト」、パソナグループが大

手町につくった水田や植物工場のある

自社ビル「アーバンファーム」、カレッ

タ汐留内に設けられた小型植物工場

「汐留菜園」、屋上菜園付きレストラン

「神楽坂ARBOL」、六本木ヒルズの屋

上菜園、アトレ恵比寿屋上の貸し農園

「ソラドファーム」、小田急電鉄が地下

化した線路の上につくった会員制屋上

菜園「アグリス成城」など、数多くの話

題施設がオープンしている。

また、住宅系の施設においても、地

方圏や郊外部の菜園付き住宅はもとよ

り、市街地内の分譲マンションや賃貸

マンションに、“農”をテーマにした数多

くの事例が誕生している。さらに、超

高齢社会を迎え、高齢者の健康福祉面

においても、“農”の果たす役割は広く

再認識されており、本書に掲載された

多くの事例を見ればわかるとおり、全国

的な広がりを見せつつある。

こうした“農”に対するニーズ、“農”

をテーマにした取り組みは、単なる一

過性のブームではなく、地球環境やエ

コロジーに対する人々の関心の高まり、

スローライフ等の自然と共生したライ

フスタイルへのあこがれ、そして、“農”

のある暮らしに対するより根源的な人

間本来の欲求の現れであり、こうした

傾向は、今後も継続、拡大していくも

のと考えられる。

しかしながら、大都市圏を中心とす

る都市環境や生態系全体の維持保全

を考えるとき、こうした“農”に対する

ムーブメントだけでは、明らかに限界

があることは確かである。わが国の大

都市圏の現状を踏まえると、都市環境

や生態系全体の維持保全に、決定的な

役割を果たしているのは、市街地にモ

ザイク状に広がる都市農地の存在であ

り、その質と量の維持保全が可能かど

うか、がより本質的な問題と考えられ

るからである。

本稿では、こうした観点に立って、都

市農地を取り巻く環境の変化を踏まえ

ながら、都市農地の具体的な維持保全

方策について考えてみたい。

生産緑地法の改正による「生産緑地」

と「市街化農地」の区分けが行われた

1991（平成3）年から20年近くになる。

この間、宅地化農地の過半が宅地化さ

れ、その一方で、生産緑地の面積は微

減に留まり、市街化区域内の宅地供給

の推進と市街化区域内における一定の

環境保全機能を持つ生産緑地の保全

という、法改正の目標は、ほぼ達成さ

れつつあるかに見える。

しかしながら、都市農地を取り巻く

社会経済環境は、1991年当時から今日

まで大幅な変化を遂げており、三大都

市圏における都市農地の位置づけも大

きく変わろうとしている。

それは第一に、市街化区域内におけ

る宅地需要の減退である。少子高齢

化、人口減少傾向の進展は、宅地に対

する需要を大幅に減少させた。この結

果、地価公示ベースでの三大都市圏の

住宅地の平均単価は、1991年から20

10（平成22）年までの19年間に、約60

％も下落している。もはや、市街化区

域内農地を、政策的な意味あいで積極

的に宅地化する意義は失われているの

ではないだろうか。

第二に、市街地における都市農地の

意味づけの変化である。当初から都市

農地には、生鮮野菜の供給といった農

地本来の機能以外に、環境保全機能、

防災拠点機能、都市住民のレクリエー

ションの場としての機能などが期待さ

れていた。最近ではこれらに加え、生

態系としてのエコロジー機能、コミュニ

ティ育成機能、教育の場としての機能、

癒しの場としての機能などが強く期待

されてきている。これらは、わが国が

超高齢社会、人口減少社会へと向かう

なかで、ある意味では必然的な変化な

のではないだろうか。

第三に、生産緑地を支えてきた土地

所有者層の高齢化と後継者難の問題

が、待ったなしの状況に追い込まれて

きていることである。生産緑地の指定

を受けている土地所有者は、宅地並み

課税免除と相続税の納税猶予の特例と

いうメリットを享受できるかわりに、相

続税納税猶予を続けるために、終生営

農の義務が課されている。一方、生産

緑地を相続した場合、相続人は、生産

緑地の指定継続および終生営農の義務

の代わりに、生産緑地の指定を解除し

て、宅地化してから第三者に譲渡する

ことが可能となる。しかも、相続税納

税期限から3年間の譲渡であれば、譲

渡した土地に対応した相続税分を譲渡

時の取得費に加算できるため、譲渡時

の税金が少なくて済む。こうした生産

緑地を巡る仕組みを見ると、生産緑地

の所有者に相続が発生した場合、その

相続人が、終生営農を覚悟して、生産

緑地指定を継続する可能性は相当低く

なるのではないだろうか。均分相続の

普及も、生産緑地解除の大きな動機と

なりそうである。

以上をまとめると、宅地内農地に対
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する宅地化ニーズは大幅に減退する一

方で、生産緑地の維持も、所有者層の

高齢化や後継者難、相続や税法上の仕

組み等により困難となりつつある。他

方、都市住民の都市農地に対する期待

はますます拡大しつつあるわけである。

このことは、これまで所有者の個別

的な努力に任されていた都市農地の維

持保全問題を、そろそろ都市全体の課

題として、あるいは社会全体の課題と

して取り上げ、解決策を考えるべき時

期になったことを示しているのではな

いだろうか。

わが国の大都市圏は、都心部から郊外

部へと、住宅市街地が連続的に広がる

という都市構造上の特徴をもっている。

大ロンドン圏などに見られるグリーン

ベルトのようなまとまった緑地は、縁辺

部の丘陵地帯にいたるまで、ほとんど

存在しない。こうした都市構造を持つ

わが国の大都市圏において、都市農地

の存在は、それ自体、極めて貴重な緑

地空間であると同時に、持続可能な都

市環境や生態系を維持する上で不可欠

なものと考えられる。住宅市街地にモ

ザイク状に存在する都市農地は、もは

や都市の持続可能性に不可欠な存在

であり、都市住民にとっての共通の財

産なのである。

こうした観点に立つと、前述した「所

有者の個別的な努力に任されていた都

市農地の維持保全問題」を、都市政策

として解決することの必要性はさらに

明らかになるはずである。ここでは、都

市農地を維持保全するための一つのア

イデアとして、「都市農地トラスト」とし

て考え方を提示したい。

図は、都市農地トラストの概念を示

したものである。まず、市町村や一般

市民、企業等の出資により、「都市農地

トラスト」という組織を設立する。この

組織は、一定規模の出資が所得税控除

等の対象となるNPO法人で、生産緑地

を中心とする都市農地の維持保全と、

都市農地における一般市民の利用と地

域コミュニティの育成を目的とする。市

町村は、都市農地トラストの運営を監

督し、目的通りに運営されていること

を条件に、固定資産税等の公租公課を

減免する。

都市農地所有者は、いつでも都市農

地トラストに対し、所有する都市農地

を信託することができ、その信託期間

は30年間とする。信託期間中、都市農

地の所有権は、形式的には受託者たる

都市農地トラストに移転し、もとの所有

者には信託受益権が与えられ、信託財

産である都市農地からの純収益の配当

を受けとることができる。生産緑地法

では、生産緑地所有者に相続が発生し

た場合、相続人は農業委員会に対し生

産緑地の買い取り申出を行うことがで

き、買い取り希望者がいなければ生産

緑地の指定を解除することができると

されているが、都市農地トラストが、こ

の生産緑地を買い取ることにより、生

産緑地の保全を永続的に担保すること

ができる。

一般市民や企業等は、都市農地トラ

ストに出資するほか、その運営に参画

し、都市農地の維持保全活動や地域コ

ミュニティ育成活動の担い手となる。

また、地域住民等は都市農地トラスト

から都市農地を借り受けて、利用料を

納め家庭菜園等に利用することができ

る。地域の農業団体等は、都市農地ト

ラストからの依頼に基づき、市民の都

市農地利用を支援する。もちろん、地

域のNPOやワーカーズ・コレクティブ、

社会福祉法人などの多様な組織が、都

市農地トラストと役割分担をしながら、

こうした都市農地の保全活動、地域コ

ミュニティ形成活動に参画していくこ

とは十分に想定され、また望ましいこ

とである。

上記のような都市農地トラストのア

イデアを実現するためには、生産緑地

法や農地法、税法等の関連法規をはじ

め、多くの法規制の改正もしくは緩和

が必要とされよう。また、生産緑地の

買い取り価格など、生産緑地所有者に

とっての経済合理性を保つだけの出資

金や利用料・会費等を集めることがで

きるかどうかという経済的な課題もク

リアする必要がある。

しかしながら、都市農地の維持保全

を、個々の所有者の営農継続努力に任

せておいてよい時代は終わったのでは

ないだろうか。都市農地の持つ多種多

様な外部経済性を、都市住民や企業が

正しく評価し、自ら担い手となってそ

の維持保全に努力すべき時代なのであ

る。都市農地トラストは、都市農地のも

たらす外部経済の受益者たる都市住

民・企業等の自発的行動により、都市

農地所有者の経済的利益を保持しつ

つ、生産緑地を中心とする都市農地の

維持保全を持続可能にする仕組みなの

である。

大都市圏に立地する企業にとって

も、CO2削減や生態系保全等の社会貢

献活動の一つとして、都市農地の維持

保全に積極的に取り組むことが期待さ

れ、都市政策的にも、企業のこうした

努力に対し、インセンティブを付与す

ることが考えられる。例えば、東京都

が2010（平成22）年4月から実施してい

る「温室効果ガス排出総量削減義務と

排出量取引制度」等において、都市農

地トラストへの出資金額や寄付金額、

あるいは出資する都市農地トラストの

管理する都市農地面積等に応じて、排

出量取引のクレジットを与えることがで

きれば、企業の出資・寄付等に対する

大きなインセンティブとなることが期待

される。
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「都市農地トラスト」
という提案

■図――農地トラストの概念

利用料等

都
市
農
地
所
有
者

都市農地を
信託 市

町
村

都
市
農
地
ト
ラ
ス
ト

出資・監督

税減免

市
民
・
企
業
等

農業委員会

信託受益権

信託配当

農業団体等

出資・参画

申
出

利用

農耕指導等

買取り

指導料等

照会

pp54-67  11.1.12  3:05 PM  ページ63


